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I. 調査の背景と目的
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背景と目的
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調査の背景
• 令和２年10月、日本は2050年カーボンニュートラルを目指すことを宣言し、これを受け、各事業分野ではカーボ
ンニュートラルの実現のために検討が進められている。

• 令和２年12月には、「２０５０年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」が策定され、グリーンイノベーショ
ン基金が創設された。中でも、カーボンリサイクルは、カーボンニュートラル実現に向けたキーテクノロジーとして位置づ
けられており、CO2を資源として有効活用し、大気中へのCO2排出を抑制することができるため、鉱物、燃料、化学
品等の様々な事業分野での取り組みが可能である。

• カーボンリサイクル技術については、令和元年に、目標、技術課題、タイムフレーム（フェーズごとの目指すべき方向
性）を設定したカーボンリサイクル技術ロードマップを策定し、カーボンリサイクルの技術的方向性を示した。その策
定後、国内外においてカーボンリサイクル技術に係る研究開発・事業化が加速するとともに、国際的な連携が進展
するなど、多岐にわたって大きな進展があったため、こうした動向を反映し、令和３年にカーボンリサイクル技術ロード
マップを改訂した。

調査の目的
 こうした進捗状況等を踏まえ、2050年カーボンニュートラルに向け、カーボンリサイクルの社会実装実現のために施
策立案に資するため調査をしていくことは非常に重要である。このため、本事業では、カーボンリサイクルの社会実装
の実現に向け、カーボンリサイクルにおけるCO2利用量の試算やカーボンリサイクルの導入促進にかかる環境整備等
について広く調査するとともに、関係事業者や有識者と議論を踏まえながら、我が国のカーボンリサイクルの今後の
在り方等を検討することを目的とする。



II. カーボンリサイクルにおけるCO2利用量の試算
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CO₂循環利用ポテンシャルと算出手法について
 CRによる我が国における各製品の利用段階でのCO₂循環利用量の理論上の最大ポテンシャルを
試算。

CO₂循環利用ポテンシャルについて
CO₂循環利用ポテンシャルとは、我が国における各CR製品の利用段階において製品中に利用（固定）されている
CO₂の量を指す。
 原料として利用されているCO₂の由来は問わない（化石燃料消費時のCO₂、製鉄・セメントなど製品製造プロ
セス上発生するCO₂、DACもしくはバイオ由来のCO₂との間に特段の差は設けない。また、原料となるCO₂の発
生地点や国籍も問わない）。

 CO₂の固定期間の長短も問わない（固定期間は製品によって異なる：一般に燃料＜化学品＜鉱物化）。

算出手法について
CO₂循環利用ポテンシャルは、各CR製品によって代替される製品の各年における推定需要量に対し、各製品ごとの

CR製品の導入率と製品固有のCO₂原単位を乗じることで算出する。
 各年での代替製品の推定需要は、IEA等の世界的に信頼のある国際機関の発表する需要見通しを参照。

 ※該当する見通しがない場合には、政府関連文書や当該業界が発表している見通しを参照。
 理論上の最大利用ポテンシャルを算出することを目的とし、想定される製品需要の全量、もしくは政府関連文
書や当該業界によってCR製品の導入目標が示されている場合には、それらの目標を参照してCO₂循環利用ポ
テンシャルを算出する。

 CR製品の導入は、将来水素の導入コストやCO2の回収コストなどが低減した後で加速度的に導入が進むとの
想定の下、2030年から2050年にかけて乗数関数的に（定率で）増加すると想定。
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CO2利用量のまとめ
 カーボンリサイクル（CR）技術によって利用できるCO2量の最大ポテンシャル値は、2030年時
点で約600万トン/年、2050年で約2億～1億トン/年。
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将来のカーボンリサイクルによるCO2の最大利用ポテンシャル

• 低位ケース ：合成燃料、E-メタンについてはIEA, World Energy Outlook 2022のAnnounced Pledges Scenario (APS)に基づく需要見通
し、鉱物についてはセメント協会による国内需要見通しの低位値に基づく推定量

• 高位ケース：合成燃料、E-メタンについてはIEA, World Energy Outlook 2022の Stated Policies Scenario (STEPS)に基づく需要見通し、
鉱物についてはセメント協会による国内需要見通しの高位値に基づく推定量

• いずれのケースにおいても2030年と2050年時点での導入量を想定し、その間は低率でCR製品の導入が進むと想定。



需要見通しシナリオ（APS・STEP）の採用について
 合成燃料とE-メタンのCO2利用ポテンシャルの算出に当たっては、国際エネルギー機関（IEA）
の年次見通し「World Energy Outlook 2022」におけるAnnounced Pledges 
Scenario（APS）とStated Policies Scenario（STEPS）を参照
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APS (Announced Pledges Scenario): 
• 各国政府が表明した長期的なネット・ゼロやエネルギー・アクセスの目標を含むすべての意欲的な目標が、予定通
りかつ完全に達成されることを想定したシナリオ。

• 日本に関しては、2050年時点でのカーボンニュートラル目標や2030年以降の政策も含む第6次エネルギー基本
計画に定められた政策がすべて実施されると想定。GX実行会議によって提言された原子力の利用促進、メタン
排出削減のためのGlobal Methane Pledgeに対するコミットメントも実行されると想定。

STEPS (Stated Policies Scenario):
• 現在の政策設定によって示される軌道を示したシナリオ。
• 日本に関しては、第6次エネルギー基本計画において定められた政策がすべて実施されると想定。クリーンエネル
ギー技術開発に対する政府支援は2021年度の予算を参照。

両シナリオにおけるより詳細な想定については、IEA, 『 World Energy Outlook 2022 』 pp475-484 を参照。



APSとSTEPを採用する理由
 IEAのWorld Energy Outlookにおいては、APS、STEPSに加えて、2050年に世界がネッ
トゼロを実現するNet Zero Scenario（NZE）の分析もなされているが、本見通しでは下記
の理由に基づき、APSとSTEPSの需要見通しを採用する。
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IEAのシナリオのアプローチの違い
• STEPSとAPSでは、現時点でのエネルギー需給構造からスタートして今後の脱炭素化策の導入をボトムアップ式に積み上げていく
フォアキャスト型の分析を行っているのに対し、NZEでは、2050年時点で世界がネットゼロ状態を実現しているという仮想状態を想
定し、あるべきエネルギー需給のあり方を逆算してトップダウン式に当てはめていくバックキャスト型の分析を行っている。

STEPS・APSシナリオの採用理由
• 本見通しでは下記の３つの理由に基づき、APSとSTEPSの見通しを採用する。
• まず、2050年時点で想定されている化石燃料インフラの絵姿がAPS・STEPSとNZEでは異なるためである。NZEでは、2050年
時点において化石燃料の利用が極限まで減らされた状態が想定されており、化石燃料インフラの多くが廃棄されていることが想定さ
れている。他方、STEPSとAPSでは、既存のエネルギー需給構造やそれを支えるインフラの存在を出発点として、段階的に脱炭素
化が進められることを想定しているため、2050年時点においても一定規模の化石燃料のインフラが残されている状態が想定されて
いる。CRの意義の一つは、既存のインフラを活用しながら化石燃料由来のCO2を有効活用することで脱炭素化を進めていくところ
にあるので、化石燃料インフラの座礁資産化が予め想定されているNZEのアプローチとCRのコンセプトは相いれない。

• 次に、NZEがバックキャスト型のアプローチに基づいて作成されたものであるが故に、シナリオで想定されている絵姿と現実との乖離が
既に生じている点が挙げられる。NZEシナリオでは、2021年時点で投資決定がなされたプロジェクト以外の新規の石油・ガス田の
開発は行われない想定になっている。しかし実際には、OPEC諸国では油田の新規投資の計画が進められており、米国や英国で
も新規鉱区の開放が実施されているなど、既に現実との乖離が生じている。

• さらに、NZEでは、CR技術の有するリスクヘッジ機能が過小評価されてしまう。CRの利点の一つは、将来どうしても化石燃料を使
わざるを得なくなった際に、そこから排出されるCO2を確実に固定できるという、ネットゼロ実現のための「リスクヘッジ手段」という性格
を有している点にある。NZEでは、化石燃料利用が極限まで削減されているという「理想状態」が想定されている一方で、その実現
の不確実性は高い。上記の「リスクヘッジ手段」としてのCRの意義を踏まえると、その将来の貢献度を試算する際には、NZEのよう
な理想的だが不確実なシナリオを参照するのではなく、APSやSTEPSのような化石燃料の利用がやむを得ず残ってしまうシナリオを
想定すべきである。さもなくば、2050年において想定外の化石燃料の利用が残ってしまうリスクに対し、柔軟な対応ができなくなる。



 推定手法：IEAによる将来シナリオにおける世界のCCUS導入量から日本のCCU実施量を推定
 IEAは「2050年ネットゼロシナリオ」において世界のCCUS実施量の95%がCCS、5%がCCU（合成燃
料の製造）に用いられると想定。

 IEAによる3つのシナリオにおける世界のCCUS実施量に上記の5%を乗じて世界全体のCCU実施量を想
定し、それに世界における日本のCO₂排出量シェア（3.3%）を乗じて日本におけるCCU実施量を推定。

 推定値：上記計算によるCCU推定量は、600万～1,300万トン/年
 ただし、合成燃料分のみの利用量で化学品や鉱物に対するCO₂の利用は含まず。

出典： 経産省, CCS長期ロードマップ検討会中間とりまとめ (2022.5.27）

参考資料：IEA Net Zero報告書による試算
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参考資料：需要サイドアプローチ（Nature論文）
 推定手法：11,000本以上の関連分野における査読付き学術論文を元に、世界全体のCO₂利
用・除去技術のポテンシャルを算出したNature誌記載の論文における推定値を元に算出
 化学品、燃料、コンクリートにおける世界全体のCO₂利用ポテンシャルは合計で14億～62億トン/年。こ
れに世界における日本のCO₂排出量シェア（3.3%）を乗じて算出

 推定値：上記計算によるCRによるCO₂利用ポテンシャルは合計4,600万～2.0億トン/年
 内訳は、化学（1,000万～2,000万トン/年）、燃料（3,300万～1.4億トン/年）、コンクリート
（300万～4,600万トン/年）

出典： Hepburn, C. et al. The technological and economic prospects for CO2 utilization and removal. Nature 575, 87–97 (2019). 11



III. カーボンリサイクル の導入促進の産業・地域間連携の
環境整備 の在り方

III-1 課題と解決策案
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産業間連携における課題と解決策案（各類型共通）
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課題 解決策（解決策を実施する主体）

CO2排出事業者と利用事業者間の需給調
整

• 連携事業内におけるCO2の融通や需給管理を行う「CO2マネジメント事業者」の果
たすべき役割について整理［政府］

• 各連携事業体におけるCO2マネジメント事業の実施体制を構築［事業者］

CO2の品質管理（排ガス中のCO2濃度、
不純物の濃度の管理）

• ①各排出源でCO2を回収し一定の品質基準を満たしたものを外部に供給する、②
排ガスの状態で輸送し特定の場所で一括してCO2を回収する、の両オプションの妥
当性を個別の連携事業の諸条件に応じて検討・選択［事業者］

• ①の場合、CO2の品質に関する基準を明確化（具体的なオプションとしてISO基準
などがあるがCO2の利用部門における条件に応じ柔軟に設定）［事業者］

事業者間での情報共有に伴う独占禁止法
抵触の可能性

• 連携に参加する事業者間での情報管理体制の整備［事業者］
• 個別事業のあり方について公正取引委員会と対話［事業者］

余剰CO2発生時の処理（装置定期修理
時など）

• CO2マネジメント事業者と各排出事業者・利用者間での事前の需給調整の徹底
［事業者］

• CO2貯蔵施設と他のCR拠点との融通インフラ整備（事業者）
• 上記項目のための関係法令の整備［政府］
• 次善策としてCCS事業との組み合わせ［事業者］

クリーン水素の安定調達
• 国内再エネ拠点（メガソーラー・洋上風力等）、カーボンニュートラルポートなどの近
隣で集中的にCRを実施（必要に応じ工場の立地の変更）［事業者］

• 既存インフラの転用の可能性を検討［事業者］

 課題に対する解決策については、いずれも連携の形成と共に、対応できるものから随時対応する。

 クリーン水素の調達やCCSの実施体制の整備が必要なものは、それらの進捗を見ながら遅滞の発
生しないよう準備を進めておく。



産業間連携における課題と解決策案（各類型共通-続き）
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課題 解決策（解決策を実施する主体）

CO2トレーサビリティの確保
• トレーサビリティ確保のためのプラットフォームの構築（事業者）
• CR製品の環境価値が適正に評価される国際的なガイドラインの整備支
援（政府・事業者）

実証から商用段階に至るまでの障壁の克服

• 実証段階から商用段階までの移行に際しての諸課題・制約条件の把握
と克服策の検討（政府・事業者）

• 商用化への移行に際し、国からの補助だけでなく、国内外の融資も受けら
れるよう、産業間連携による環境価値の創出を積極的に対外PR（政
府・事業者）

CO2回収・貯蔵・輸送・利用インフラのための用地の確
保

• 共同廃棄・共同投資などの独占禁止法上の懸念点の整理と公正取引
委員会との対話（事業者）

• 工場立地法上の緑化規制の緩和の検討（政府）
• CO2パイプラインの新設における関係法制度の整備（政府）



産業間連携における課題と解決策案（大規模産業集積型）
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課題 解決策（解決策を実施する主体）

産業間連携を強力に推進するリーダーシップ
の確保

• 産業間連携参加企業間での連携事業における意思決定プロセスの整理（事業
者）

• 連携事業内におけるCO2マネジメント事業者のあり方の整理（権限、職務範囲、
資本構成、人員構成など）（事業者）

• 産業間連携における事業体形成に関するガイドラインの整備（政府）

工場の操業に関する情報共有（CO2の排
出・利用動向など）のあり方の整理

• CO2マネジメント事業者を第三者的な組織とし（JVの場合は情報のファイヤウォール
を設定し）外部に情報が漏洩しない体制を整備（事業者）

• 独占禁止法の規定に抵触する可能性がある場合には、事前に公正取引委員会と
の対話を実施（事業者）

原料（水素等）の共同調達を行う際の独
占禁止法抵触の可能性

• 個別プロジェクトの内容について公正取引委員会との対話（事業者）
• 海外からのバイオ燃料輸入事業など既存の共同調達事例における手順を参照した
調達のあり方の検討（事業者）

装置の共同廃棄・共同投資を行う場合の独
占禁止法抵触の可能性 • 個別事象の内容について公正取引委員会との対話（事業者）

 CO2の排出源と利用事業者が近接して位置し、CRを実施するための技術や資金を有する事業者
が多く参画するとみられる大規模産業集積型の連携においては、他の類型に先行してCRの導入が
進む可能性が高く、前頁までの各類型共通の課題対応を含め、率先して課題の対応を進めていく
ことが期待される。



産業間連携における課題と解決策案（中小規模・分散型）
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課題 解決策（解決策を実施する主体）

遠隔地間でのCO2需給調整
• 各連携事業における事業環境や採用するCR技術、参画企業数や企業間の関係
など、それぞれの特性に応じたCO2マネジメント事業形態を整備（具体的な形態と
しては、①複数の排出源からCO2を回収する利用事業者、②関連する排出・利用
事業者が合弁など考えられる）。（事業者）

中小規模・分散型のCRビジネスモデルの構
築

• グローバルバリューチェーンに組み込まれている工場を対象としたCRネットワークの構
築（例：中部地域で検討されているメタネーションネットワーク）（事業者）

• 地方に点在する清掃工場やセメント工場に適用可能なCR技術の開発・検討（鉱
物化・メタノール・エタノール・メタネーションなど）（事業者）

• 当該ビジネスモデルの構築に向けたスタートアップ企業や大学・研究機関のの有する
CR技術とのマッチングや適用可能性検討への支援（政府）

複数の排出源からのCO2の集約システムの
構築

• 一定程度の輸送量が発生する場合には、ローリーの利用からパイプラインでの輸送を
検討（事業者）

• 既存インフラのCO2輸送用への転用可能性検討（事業者）
• CO2パイプラインに関する立法・規制の整備（政府）

CR技術の導入に必要な人材の確保 • 産学官国際会議や大崎上島の実証拠点などを活用した大学研究機関やスタート
アップ企業との人的交流機会の拡大（政府・事業者）

 事業者の規模や企業体力が相対的に小さく、分散された排出源間のCO2融通体制の整備などが
必要となる中小規模・分散型の産業間連携は大規模産業集積型より時間がかかる可能性がある。

 その一方で、スタートアップ企業との連携など、柔軟な発想に基づく小回りの利いた対応策によって
課題の解決が速やかに図られることも考えられる。
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課題 解決策（解決策を実施する主体）

排出装置の定期修繕時のCO2供給確保
• 近隣の排出事業者との融通可能性の模索（事業者）
• 廃棄物・バイオマス・DACなどによる代替CO2供給源の組み入れの検討（事業
者）

 単一事業者内で実施されることが想定されるオンサイト型のCR事業は、関係企業間での調整が
不要なため比較的早期に実現できる可能性がある一方、代替のCO2供給源の確保には他のCR
拠点との間のCO2融通インフラの整備やDAC事業などの組み入れなどが必要になる可能性がある。



参考：CO2の品質基準について
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座長 定光 裕樹 経済産業省 資源エネルギー庁 資源・燃料部長
委員 小田 直樹 電気事業連合会 立地電源環境部長

（50音順） 垣平 洋 旭化成株式会社 環境ソリューション事業本部 技術開発総部 新事業開発室長
河合 研至 広島大学大学院 先進理工系科学研究科 教授
工月 良太 日本ガス協会 企画部 国際基準認証担当部長
近藤 元博 愛知工業大学 総合技術研究所 教授
重竹 尚基 ボストンコンサルティンググループ Managing Director and Senior Partner
高島 由布子 株式会社三菱総合研究所 海外事業本部 本部長
辻 佳子 東京大学 環境安全研究センター長・教授

長島 拓司 石油連盟 カーボンニュートラル推進専門委員会 委員長
（ENEOS 株式会社 カーボンニュートラル戦略部長）

藤川 茂紀 九州大学 カーボンニュートラル・エネルギー国際研究所主幹教授
藤井 良基 JFE スチール株式会社 専門主監
星野 達也 三井物産株式会社 メタノール・アンモニア事業部次長
堀 秀爾 三菱重工業株式会社 CCUS ビジネスタスクフォース サブリーダー

チヴァース 陽子 三井住友フィナンシャルグループ サステナブルソリューション部 上席調査役
事務局 (室長) 羽田 由美子 経済産業省 資源エネルギー庁 カーボンリサイクル室

（敬称略）
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オブザーバー 橋口 昌道 （一社）カーボンリサイクルファンド 専務理事
（組織50音順） 坂西 欣也 産業技術総合研究所 イノベーション人材部・シニアマネージャ

宮田 和明 JOGMEC CCS ・水素事業部 施設技術課長
吉田 准一 NEDO 環境部 主任研究員
中村 勉 NEDO 技術戦略研究センター 環境・化学ユニット長
水無 渉 NEDO 技術戦略研究センター バイオエコノミーユニット長
本庄 孝志 RITE 専務理事

関係府省庁 辻原 浩 内閣府 科学技術・イノベーション推進事務局 参事官（統合戦略グループ）
（建制順） 轟 渉 文部科学省 研究開発局 環境エネルギー課長

信田 智 国土交通省 大臣官房 技術調査課 環境安全・地理空間情報技術調整官
森川 博邦 国土交通省 大臣官房 技術調査課 施工企画室長
玉石 宗生 国土交通省 大臣官房 公共事業調査室長
大野 浩史 国土交通省 総合政策局 環境政策課 環境政策企画官
今村 敬 国土交通省 住宅局 参事官（建築企画担当）
杉原 晶雄 国土交通省 航空局 大臣官房（航空戦略）カーボンニュートラル推進室 課長補佐
松﨑 裕司 環境省 地球環境局 地球温暖化対策課 地球温暖化対策事業室長

（敬称略）
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ゲスト
スピーカー 大城 昌晃 NEDO GI 基金事業 CO2 分離・回収プロジェクトマネージャー／

環境部 主任研究員

（第1回, 50音順） 工藤 拓毅 （一財）日本エネルギー経済研究所 理事
電力・新エネルギーユニット担任

ゲスト
スピーカー 高橋 拓也 横河電機株式会社 エネルギー＆サステナビリティ事業本部

Co-Innovation センター カーボンニュートラルソリューション部 部長

（第2回, 50音順） 増廣 浩二 広島県 商工労働局 イノベーション推進チーム
環境エネルギー産業集積促進担当課長

（敬称略）
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回 開催日時 議題

1 令和５年４月17日（月）
15:00 ～ 17:00

1. 座長挨拶
2. 議事進行説明
3. 事務局（経済産業省）発表
4. ゲストスピーカーからの発表
5. 討議
6. 次回予定など
7. 閉会

2 令和５年5月26日（月）
14:00 ～ 16:00

1. 座長挨拶
2. 事務局（経済産業省、日本エネルギー経済研究所）発表
3. ゲストスピーカーからの発表
4. 討議
5. 次回予定など
6. 閉会

3 令和５年６月７日（水）
13:00 ～ 15:00

1. 座長挨拶
2. 事務局（経済産業省）発表
3. 討議
4. 閉会
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第１回カーボンリサイクルロードマップ検討会
議事要旨

■日時：令和５年４月１７日（月）１５：００―１７：００
■場所：経済産業省 別館２階 ２２７会議室
         （対面・Teams のハイブリッド形式. 傍聴は YouTube 限定公開）
■議題：カーボンリサイクルロードマップの策定について

■議事概要：
冒頭、事務局から説明を行い、その後、有識者から関連の情報提供が行われ
た。
有識者からの主な論点は以下のとおり：

• カーボンリサイクルについては、システム全体として目的適合性を備えているか、
脱炭素化に定量的に貢献しているかを、しっかりしたアカウンティング・モニタリ
ングに基づいて評価することが必要。

• 今後の国際的な標準化を考える際には、概念定義の整理や規格の制定
に時間がかかることを認識し、特にASEANなどアジア諸国の理解を得ること
が必要。

• CO2の分離回収技術はカーボンリサイクルの起点であり、2050 年の段階
でも使われ続けることが予想される。

• 様々な業種から圧力や濃度の異なるCO2が出されるので、それぞれに適し
た回収技術を開発することが必要。

• 分離回収されたCO2の純度を高めようとすればするほど、必要なエネルギー
が多くなり、コストが高くなるため、需要に合わせて最適な方法を選ぶことが
重要。

主な委員等からのコメントは以下のとおり：
• 国内における脱炭素政策と産業政策との両方の観点からカーボンリサイクル
を有効活用することが必要。

• 化学産業やセメント産業でCO2を長期間固定するものは、排出権取引制
度の CO2 排出計上対象から除外されるべき

• 化学産業ではCO2を直接利用するカーボンリサイクルのみならず、バイオマス
の利活用や廃プラのリサイクルなどの取り組みも重要。

• カーボンリサイクルの進展度合いは、水素とアンモニアの供給量によって影響
を受ける。

• カーボンリサイクルの環境価値が適正に評価される仕組みや越境取引の
ルール整備が必要。

• カーボンリサイクル分野において、他国に対し技術で勝って事業で負けたとい
うことがないようにすべき。

• CO2の種類（純度と濃度）と量を考慮したカーボンリサイクル利用のシナリ
オが必要である。その際、過渡的なものではなく、最終的ゴールがどこにある
かを意識してからバックキャストによるシナリオ作成が必要。

• 制度作りの前の段階において、カーボンリサイクル事業を進めるファーストムー
バーを支援することも検討すべき。

• エネルギーセキュリティと環境貢献いずれの観点からも、炭素や水素の由来
をトレースしていくことが必要。

• カーボンリサイクルのコストが、最終的なエネルギーコストや製品価格に上乗
せされた際に、そのようなコスト上昇分が適正な価値として認識されるような
仕組みが必要。

• 技術に関するコスト目標は、開発状況等を見ながら不断の見直しが必要。
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• 急いで開発を行うことが必要な技術と、長期的な視野から開発を進めるべ
き技術とを区別する必要がある。

• まずカーボンリサイクル技術を実行に移すことが重要。欧米では多少コストが
高くても実施している。

• 企業にとって、カーボンリサイクルの環境価値が投資家等外部ステークホル
ダーから評価される仕組み、インセンティブが必要。

• 欧米では急速に技術的な取り組みが進んでいる。日本の技術は、商業化
段階で先を越されることが多いため、事業化や普及拡大までを見据えた、
制度面からの支援が望まれる。

• 小型・分散型のCO2回収も重要な流れである。
• CO2 、H2のどちらかがカーボンリサイクル技術の利用拡大ペースメーカーにな
ると予想される。

• IPCCの温室効果ガスインベントリーには、 CO2吸収コンクリートが含まれて
いないので、国内でどのような評価をするかを決める必要がある。

• CO2吸収コンクリートの普及には、公共事業に際して使用を奨励するなどの
施策が必要になる。

最後に事務局から下記の通りまとめを行った。
• ルール形成に関して、国際的な話から国内の話まで、今後の産業化の議
論にも大きく関わっていくご指摘をいただいた。ライクマインデッドカントリーやラ
イクマインデッドな企業を増やしていくことも１つの方向性だと認識。

• 価値のあり方というのは非常に多様である中で、最初に排出量の価値がどこ
にあるかということを示しながらルール化を進めていくことは非常に重要。

• エネルギートランジションの中で、リサイクル可能なCO2量やCO2の排出源 
（化石燃料由来、バイオマス由来、DAC由来）は、大きく変化すると考え
られるため、将来の絵姿を描いて、議論して参りたい。

• CO2の供給側からカーボンリサイクル製品の利用側まで、全体としてのCO2
の削減貢献をどうやって金融関係者にアピールをしていくかということが重要。
海外で進んでいる議論も踏まえ深掘りをしていきたい。

以上
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第２回カーボンリサイクルロードマップ検討会
議事要旨

■日時：令和５年５月２６日（月）１４：００―１６：００
■場所：経済産業省 本館１７階 第１共用会議室
         （対面・Teams のハイブリッド形式. 傍聴は YouTube 限定公開）
■議題：カーボンリサイクルロードマップ (RM) の策定について

■議事概要：
冒頭、事務局から説明を行い、その後、有識者から関連の情報提供が行われ
た。
有識者からの主な論点は以下のとおり：
• 五井・蘇我地区でカーボンニュートラルコンビナートの実現を検討する事業で
あり、カーボンニュートラル事業の創出を目指す。(1) 昨年 12 月より毎月、
関係者による会議を開催、 (2) 各社から提供された運転データの解析、 
(3) 想定されるCO2削減効果を参画事業者内でシェア。連携によりCO2
削減の対象領域を広げることができ、プロジェクトの実装、公平でトレーサブ
ルなCO2の分配を目指す。必要な要素は、① 官民一体の事業開発、② 
事業の主体者、③CO2削減の認証制度、④ 共通なインフラと水素の４
点。

• スタートアップ支援として2022年2月に広島県カーボン・サーキュラー・エコノ
ミー推進構想を策定し、カーボンリサイクル（CR) を核とした新たな産業集
積を目指す方向性や取り組みを整理。NEDOの大崎上島CR実証研究
拠点と連携しながら、広島県がCR技術をリードできる拠点化とCR産業の
集積化を進める。

昨年度に広島県独自の補助制度を創設。若手研究者などを対象に ① 
研究単独型（CR研究の実施）、② 研究者提案型（スタートアップなど
による県内のフィールドでのCR実証などを実施）、③ 県内企業課題解決
型（県内企業が抱える具体的なCO2の活用課題を県内外の研究者が解
決支援）の3類型。

主な委員等からのコメントは以下のとおり：
• 産業間連携の類型としては、 CO2供給量やインフラの整備状況に応じた 
類型に加え、クリーンかつ柔軟な機能を持つDACをCO2供給源とした分類
も想定してはどうか。

• CR事業の環境価値認証・トレーサビリティについて、ベースライン（排出量
見通し）から下回った差分としての削減だけではなく、カーボンニュートラル 
への貢献度合いを踏まえて計測するべき 。

• 今後のCR技術の導入について、 CO2の輸送インフラを始め、政府がファー
ストムーバーの取り組みを支援するような仕組みを検討することも必要では
ないか。

• スタートアップの育成について、スタートアップ等により開発された新たな技術
をメーカー等が導入する場合、既存の生産プロセスを大きく変革する必要が
出てくるが、このためにあてる人材等に限りがある点が課題となる。

• CRの推進にはCO2 フリー水素を大量かつ安価に確保できる環境整備が 
不可欠であり、水素に対する手厚い支援措置が必要。

• 国内で生産したCR製品が国際的な価格競争力を持つには、再エネに恵ま
れた海外と同程度の価格でゼロエミ電力を調達できるような国内の環境が
必要。
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• 利用ポテンシャルについては、仮定に仮定を重ねて計算する数字となるが、
これより訴える内容・メッセージが大事。また、誤解を与えないような注記が
必要。

• 産業間連携について、実現性がある案件は、類型に関わらずファーストムー
バーとして支援をすべきではないか。

• 産業間連携について、CR製品の需要と供給を一番近い距離で行うものを、
早期実装のための拠点、ファーストムーバーとして大いに支援をすべきではな
いか。

• RMの戦略的意義について、 CO2を資源として利用を推進するアップサイド
の要素に加え、いずれ対応しなければならない hard to abate なCO2へ
の対応という需要を待ち伏せる要素があるといえるのではないか。

• CRは、あくまでカーボンニュートラル実現に向けたトランジション戦略の１つで
あり、 CO2の由来に対する考え方を示しつつ、最終的には、DACに取り組
まなければならない。

• 支援について、いくつかの基準をあらかじめ決めておき、それに合致するもの 
については、基本的に始められるものから順次始めていくべき。CRの取り組
みは、調整に時間がかかることを考えると、すぐに取り掛かれる案件というのは
極めて貴重な案件。

• CR技術のポテンシャルを強調する際、いくらでもCO2を出してもよい、という
議論に繋がらないよう留意が必要。排出削減対策全体におけるCRの位置
づけを整理・明示する必要がある。

• カーボンニュートラルに貢献するという意味では由来によって貢献度合いが違
うため、そこは確認しながらポテンシャルを考えていく必要がある。

• CO2のマネジメントは、民間ベースでCO2の環境価値のやり取りも出てくるこ
とが想定されるため重要であり、 CO2をトレースするようなシステム構築を検
討する必要がある。

• 欧州のように、実証前の段階で小さくIPOすることを支援するスキーム等で、
スタートアップが成長していけるエコシステムのようなものができないか。

• CR製品のようにコストが高いものを社会実装していく上では、電力のような 
証書制度のようなものが必要ではないか。

• バイオマス由来のメタノールからできたプラスチックには玩具メーカーや、医療
品メーカーなどが関心を示しており、需要もある。日本もこの流れに追随して
ほしい。

• CRの価値を「見える化」した上で、バリューチェーン全体で必要なコストの負
担のあり方について、欧州での先行例なども参考にしながら検討すべきでは
ないか。

• 今回のロードマップの取りまとめの中に、共通課題に関する官民連携の議論
の場の必要性についても盛り込めないか。

• 利用ポテンシャルは、その前提により振れ幅があるものであり、量の桁として
受け止めることが重要。競争力をつけるためにも試算を幅広く行い、国際市
場を視野に入れながらCO2の利用方法を検討していけば良い。

• CRの進展には水素の導入がペースメーカーとなるため、水素・アンモニアの  
RMもCRのRMの重要なファクターとなるのではないか。

• CO2の融通を行う際、排出側と利用側のマッチングは非常に重要。排出側
の稼働状況を勘案した需給や排出されるCO2の品質などをめぐる調整は簡
単ではない。CCSとの組み合わせも視野に入れた取り組みが必要。

• まずは、リデュース、リユース、リサイクルであり、どうしても減らせないものを再
利用するというのが、CRの基本的なスタンスではないか。

• CO2の輸送について、道路など既存のインフラ用地も使えるのではないか。
• スタートアップ支援について、CRは過去に事例がなく大規模な資金調達が
困難だが、資金の流れの仕組みをつくるべき。 例えば、海外には政府からの
支援を有効活用した事例あり、参考になる。

以上
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第３回カーボンリサイクルロードマップ検討会
議事要旨

■日時：令和５年６月７日（水）１３：００―１５：００
■場所：経済産業省 別館１１階 １１１１会議室
         （対面・Teams のハイブリッド形式. 傍聴は YouTube 限定公開）
■議題：カーボンリサイクルロードマップ（案）について

■議事概要：
冒頭、事務局から説明を行った。
主な委員等からのコメントは以下のとおり：
• 今回のロードマップ（RM）を策定する意義は、カーボンニュートラル (CN)
実現の途中段階においては CO2の由来にかかわらず社会全体で排出削
減をすべき点をグローバルに訴求していくこと。CRはカーボンマネジメントという
取組の一環としてカーボンニュートラルに向けた移行戦略に必要な技術の一
つであり、まずは産業由来のCO2を用いるのは経済合理性の観点によるス
トレートなメッセージを出すべき。

• 脱炭素化に向けた経路は多様であるべきという日本の主張を元とし、その
経路の一つとしてのCR製品の環境価値の認証や標準、制度設計などでき
ることを具現化していくべき。その際、海外の基準をただ参照するのみではな
く、日本の事情も踏まえた基準の案を持ち出し、二国間協議を重ねデファク
トスタンダードを目指していくべき。

• 多様なパスを許容すべきとする日本の考えの正当化、さらにはCRの産業化
を加速化する上でも、DAC・バイオ由来のCO2を用いた取組も同時に進め
るべき。産業間連携においても、ネガティブエミッション技術を用いたCRを第
４の類型として位置づけてはどうか。

• 環境価値の問題、特にその帰属について考える際には、 CO2を回収する事
業者とCO2を利用する事業者の双方にインセンティブとなる仕組みが必要。

• カーボンプライシング制度が定まらない限り、CRの正しい経済性は見えて来
ず、経営判断として、 CO2回収やCCUSに対する投資リスクは負えない。
CO2の回収や再利用の環境価値を社会でどのように許容・受容するのか、 
国の産業政策や現場での教育、一般社会に対する理解増進も必要となる。

• CRの産業化には、技術開発に加え CO2削減の環境価値の帰属や実際
の貢献量の算定も含めたルールの整備、明確化が不可欠。

• CRを推進する上で水素の安定かつ安価な供給が重要。こうした水素に対
する支援をお願いする。

• 現状ではCRによる CO2の削減価値を製品の消費者側で計上することがで
きない。まずは国内のルールとして、適切に反映されるような仕組み作りをお
願いする。

• 産業間連携の推進においては独禁法の課題がある。公正取引委員会で 
GX推進の観点から複数の企業が連携する際の独禁法適用に関するガイド
ラインが示されているが、同法上認められる事例としての「ホワイトリスト」が不
十分であり、FS段階で検討することを躊躇してしまう事例がある。CRを進め
るには従来の産業構造を超えた取り組みが必要であり、こうした点も克服す
べき課題として検討すべき。

• 米国で行っているようなCO2のパイプライン輸送を行おうとすると、高圧ガス
保安法や、国土交通省が所管している河川法、道路法の規定が制約にな
るため、法規制の問題は幅広い視点で考えるべき。高圧ガス保安法の適
用についても、 CO2の特性に基づいたリスクアセスメントを元に法律の規定
を見直し、オーバースペックな規制をかけないようにすることが必要。
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• 政策課題、アクションについて、優先順位が高いものだけでも、RMに時間軸
を記載できないか。ファーストムーバー支援は遅れるとファーストムーバーでな
くなり、環境価値の考え方は発信を急がないと認知されないという様に、ス
ピード感が必要。

• RMを出す目的・意義は、市場の担い手にCRに対しやる気になってもらうこ
と。コストは高くなるが脱炭素化に資するものを市場に出す、その際にどう環
境価値を受容し、誰が負担を負うような社会をつくるのかというメッセージが
入っているとよい。

• 環境価値の国際的な認証システム としてドイツ発祥の ISCC 
（International Sustainability and Carbon Certification）
を用いるケースもあるが、確立するまでに 10年以上かかった。CRの環境価
値の評価や認証システムの形成にも同じぐらいの時間がかかる点を認識して
おくべき。

• 環境価値の評価を国際的に訴求していく上では、 CO2や水素の由来を
しっかり把握し、いつでも開示出来るようにしておかなければ、国内外を問わ
ず CRに取り組む企業活動に対してグリーンウォッシュと批判される危険性が
ある。

• スタートアップについて、実証を行うところが死の谷となる。企業側からすると
実証されていない技術には投資ができないが、投資家目線だと、5～6 年
で投資を回収することが求められ、ギャップの解消が必要。もしこの問題が解
決できれば、海外のスタートアップが日本に来て起業するということも考えられ
る。

• 企業との意見交換では、脱炭素の重要性は理解するが取り組みへのインセ
ンティブがないので投資できない、という意見を多く受ける。取り組みが進んで
いる欧米などの事例も見ながら、企業に対するインセンティブ付けの制度や
環境つくりが大事。

• 産業間連携の課題について、特にコンクリート業界については、産業間だけ
で解決をすることは難しい。地方公共団体等、官民による連携、支援策が
必要。

• CO2マネジメント事業者の役割・課題として、いろいろな種類や品質のCO2
が出てくる。RMでも、その旨明記をしておいてもいいのではないか。

以上
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訪問日 訪問大学 研究機関
令和５年７月１０日（月） 茨城大学 カーボンリサイクルエネルギー研究センター
令和５年７月１１日（火） 同志社大学 カーボンリサイクル教育研究プラットフォーム
令和５年７月１９日（水） 東京工業大学 科学技術創成研究院 ゼロカーボンエネルギー研究所
令和５年７月２０日（木） 名古屋大学 未来社会創造機構 脱炭素社会創造センター
令和５年７月２０日（木） 静岡大学 カーボンリサイクル技術研究所

 本調査においてはロードマップの取りまとめを踏まえ、カーボンリサイクル分野の技術開発を進めている
大学の研究機関とのネットワーク構築を図るため、下記の５大学における研究機関を訪問し、意
見交換を実施した。

 各訪問先の研究機関の概要は、p102～p106に示す通り。



現状
• 2020年5月のカーボンニュートラル目標発表後、国内の各大学でカーボンニュートラル実現に向けた研究組織が相次ぎ設立され、
カーボンリサイクル技術の研究開発を行う組織の設立も進んでいる。

• CO2の回収技術としてはDAC、分離膜、冷熱利用、CO2利用技術としては電気分解、メタネーション、CO2リサイクル製品合成時の
触媒等の技術開発が進められている。

• 企業の関心も高まっており、各大学とも産学連携の枠組みが設けられている。
課題 今後の対応策（案）（丸数字は対応する課題）
① 社会実装に向けてはまだコストが高い。
② 人材不足（研究人材・商用化人材共）
③ 研究人材がCRの技術開発に専念できる体制の整備
④ ラボレベルでの試験装置以降のスケールアップ
⑤ 企業の側が革新的技術の採用に消極的
⑥ 各CR技術に関するLCA（脱炭素化効果）分析が不十分
⑦ 産学連携では事務的な問題（会費負担、情報共有など）

も制約要因となっている。
⑧ 同じ脱炭素化技術でも水素・再エネ分野の方に人材が集ま

る傾向がある。
⑨ 文部科学省の大学支援方法（競争方式）の影響でCR技

術を開発する大学間での連携が困難になる側面がある。
⑩ 大学研究者に対するスタートアップ事業化に関する支援の必

要性（資金調達、顧客の開拓、商用化を見据えた実践的
な技術開発の推進など）

⑪ 海外の機関投資家やVCに日本の優れた技術の存在が知ら
れていない。

• 大崎上島の研究拠点施設の活用や産学官国際会議の開催
などを通した、同様の技術を開発している大学・研究者・企業
間の連携を促進（①、③、⑦、⑨、⑩、⑪）

• 製品の社会実装に向けては、カーボンプライスの導入と共に、規
制的な施策も検討（①、④）

• SAFやCBAM対象製品など海外要因でCR製品が必要となる
分野を重点的に支援（①、④）

• 特定のエネルギー利用部門では水素や電化だけでは脱炭素化
ができないというシナリオを大々的に示す。（②、⑧）

• 産学連携を促進するために、わかりやすい「成功モデル」を作る。
（②、③、⑤）

• 地方公共団体（県など）を介した産学連携の促進（③、⑤、
⑦）

• 多様なCR技術に関するLCA分析手法の確立（⑥）
• 中小規模の事業者に対し、革新技術の認証や継承を行える
場の創設（②）
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産業間連携を進める上での独占禁止法に関する主な論点
分野 独占禁止法の運用 有識者意見
共同廃棄 • 複数の事業者でGXを進めるための装置の廃棄についてその時期

や装置の対象を相談してはいけない。
• コンビナートでは既に電力や蒸気などを融通しており、相談なしには
装置の廃棄はできない。

競争促進効
果の内容

• 競争促進効果とは、新たな技術や商品等が創出され、事業者間
の競争が促進されることを指し、効率性の向上とも称される。

• CNが国家的な目標となっている中、GHG排出削減を競争促進
効果・効率性の向上に資するものとして明示的に位置づけるべき。

共同購入 • GHG削減につながる原材料を市場シェア80%を超える複数の事
業者が調達し、その原材料のコストに占めるシェアが高くなる場合
独禁法上の問題となる場合がある

• 共同購入はあくまで全体のコスト削減の目的で行うもの。
• 調達事業者の国内市場シェアではなく海外シェアを参照すべき
• 原材料の性質上、コストが上がることは確実であり考慮が必要。

共同生産 • 共同生産の対象製品の販売市場におけるシェアが高く、共同生
産に伴いコスト構造の共通部分が大きくなることは独禁法上問題

• 共同生産はスケールメリットを追求するため。シェアは国際シェアを
参照すべき。コスト構造も国際競争力の観点から評価すべき。

データの共有 • 産業間連携を進める際に、重要な競争手段に関する情報（装
置の操業情報、顧客に対する販売量等）を共有してはいかない。

• 実際の脱炭素効果を把握する上ではバックデータがないとお互いが
適切な経営判断のもとに連携を進めていけない。

• 情報のファイヤウォール設定は不可能ではないが完全にコントロー
ルすることは困難か。

共同ボイコット • 事業者が競争者や取引先と共同して特定の事業者に対する共
同ボイコットを行い、市場に参入することを難しくしてはいけない。

• 全体の経済性を悪化させる「ポツンと事業者」を排除できない場合、
プロジェクト全体の進捗が滞る可能性がある。適正な費用負担を
求めることができる旨の指針が欲しい。

企業結合 • 市場における競争を実質的に制限する企業結合を禁止する。 • ガイドラインの記載は既存の企業結合の原則をなぞったもので、
GXを推進するという今回加味される要素が追加されていない。

共同研究・
技術提携

• 共同研究開発を行う際には一般に合計の市場シェアが20%を下
回る場合は独禁法上問題にならない。

• 技術提携に対する判断にあたって当事者間の競争関係、市場
シェア、製品の特性、提携の合理的理由の有無などを元に判断

• 判断の基準となるシェアは国際市場のシェアを参照すべき
• 中長期的な我が国企業の国際競争力の強化に資するかどうかと
いう観点も判断材料に含めるべき

自主基準の
設定

• 脱炭素化に資する製品Aの規格を新たに業界で設定する場合、
一定のコスト増があっても、製品Aが従前の製品より耐久性や軽
量化など明らかな品質の向上があれば独禁法上問題ない。

• 燃料製品の場合には、CRによって明らかな品質の向上がみられる
わけではない。グリーンな製法で製造されたことが品質の向上にあ
たるという整理がなされるべき。
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Ⅰ. The Significance of Carbon Recycling
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II. Technology
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Important points for Carbon Recyling Technologies 
● In order to effectively advance R&D in Carbon Recycling technologies to address

climate change and the security of natural resources, the following points need to be
considered:

⮚ Inexpensive CO2 free Hydrogen is important for many technologies.

✔ Under the hydrogen and fuel cells strategy roadmap in ‘Basic Hydrogen Strategy,’
the target cost for on-site delivery in 2050 is JPY 20/Nm3.

✔ While the problem of hydrogen supply remains, (a) R&D for biomass and other
technologies not dependent on hydrogen should continue, (b) CH4 (methane)
should be used in place of hydrogen until the establishment of hydrogen supply.

⮚ Using zero-emission power supply is important for Carbon Recycling.

✔ Conversion of a stable substance, CO2, into other useful substances will require a
large amount of energy.

⮚ Life Cycle Analysis (LCA) perspective is critical to evaluate Carbon Recycling
technologies. These analysis methods should also be standardized.

⮚ Reducing the costs of CO2 capturing technologies including DAC is necessary and will
have a positive feedback on carbon recycling.



Substance after
CO2 Conversion Current Status Challenges

Price of the Existing 
Equivalent product
(as of Jan. 2023)

In 2030 From 2040
Onwards

Basic
Substance

SynGas/
Methanol, etc.

Partially commercialized. Innovative 
process (light, electricity, utilization) 
is at  R&D stage.

Improvement of conversion efficiency 
and reaction rate, improvement in 
durability of catalyst, etc.

－ Reduction in process costs
Further reduction
in process cost

Chemicals

Commodity
Chemicals

(Olefins,BTX,etc.)

Partially commercialized (e.g., Syngas, etc. 
produced from coal). Others are at R&D 
stage.

Improvement in conversion rate/ 
selectivity, etc.

Approx. JPY 180/kg*2

(ethylene (domestic sale price)) Reduction in process costs
Further reduction
in process cost

Oxygenated
Compounds

Partially commercialized (e.g., 
polycarbonates). Others are at R&D stage.
[Price example] Price of the existing 
equivalent products (Polycarbonate)

Reduce the amount of CO2 emissions 
for Polycarbonate.
Commercialization of the other 
compounds  (Improvement of 
conversion rate/selectivity, etc.)

Approx. JPY 400/kg*2

(polycarbonate (domestic sale 
price))

Costs: similar to those of 
existing products

Further reduction
in process cost

Biomanufacturing, 
Biomass-derived 

Chemicals

Technical development stage (Substance 
production using CO2 and non-edible 
biomass etc. as raw materials)

Cost reduction/effective pretreatment 
technique, microbial modification 
technology, etc.

－
About 1.2 times the costs of 

existing products Further reduction in cost

Fuels

Liquid fuel
(Biofuel (SAF))

Technical development
/Demonstration stage
[Price example] SAF JPY 1,600/L*1

Improvement of productivity, cost 
reduction, effective pretreatment 
technique, etc.

Approx. JPY 100/L*2  level
(bio jet fuels (domestic sale 

price))
Reduction in process costs Further reduction in cost

Liquid fuel
(Synthetic fuel (e-

fuel))

Technical development stage (Synthetic 
fuel (e-fuel))
[Price Example] Synthetic fuel approx. JPY 
300-700/L*1

Improvement in current processes, 
system optimization, etc.

Approx. JPY 170/L*2

(gasoline (domestic sale price)) －
Costs: similar to those of 

existing products
(about JPY 100-150/L)*3

Gas fuel
(Synthetic methane, 

LP gas, etc.)

Technical development/
Demonstration stage

System optimization, scale-up, 
efficiency improvement, etc.

JPY 105/Nm3*2

(Natural gas (import price)) Reduction in process costs
Costs: similar to those of 

existing products
(JPY 40-50/Nm3)*4

Minerals

Concrete, 
Cement, 

Carbonates, 
Carbon, Carbides

Partially commercialized. R&D for various 
technologies and techniques for cost 
reduction are underway.
[Price Example]
order of JPY 100/kg (Road curb block)

Separation of CO2-reactive and CO2-
unreactive components, pulverization, 
cost reduction, etc.

JPY 30/kg*2

(precast concrete for road curb 
blocks (domestic sale price))

Road curb blocks, etc., with 
high technological maturity
costs:  similar to those of 

existing products

For products with expanded 
applications costs: similar 

to those of existing products

Common
Technology

CO2 Separation 
and Capture 
(including DAC)

Partially commercialized (chemical 
absorption). Other techniques are at R&D 
stage
[Price Example] Approx. JPY 4,000-6,000 
/t-CO2 (Chemical absorption)

Reduction in the required energy, etc. －

Approximately
JPY 1,000-2,000/t-CO2

(Refer to the slide on common 
technology (CO2 separation 

and capture technology))

≤ JPY 1000/t-CO2
≤ JPY 2000/t-CO2

(DAC)

Basic
Substance Hydrogen

Technologies have been roughly 
established (e.g., water electrolysis). R&D 
for other techniques and cost reduction are 
also underway.

Cost reduction, etc. － JPY 30/Nm3 *4 JPY 20/Nm3 *4

(cost for on-site delivery) 
14

*1 Current prices of carbon recycling products are based on research by secretariat.
*2 Prices of existing products are reference values based on statistical data and research results.
*3 Target value set in the ‘CO2-Based Fuel Manufacturing Technology Development' project's research and 

development & societal implementation directions (8th Industrial Structure Council GI Project Subcommittee 
Energy Structure Transformation Area WG, December 23, 2021).

*4 Target value in the 'Green Growth Strategy Through Achieving Carbon Neutrality in 2050' (June 2021).

Reference: Summary of Carbon Recycling 
Technology and Products
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Ⅲ. Accelerating Industrialization 
(1) Inter-Industry Collaboration









19

Ⅲ. Acceleration of Industrialization
(2) Initiatives for International Collaboration
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Ⅲ. Accelerating Industrialization 
(3) Creating Carriers and Efforts Towards 
an Ecosystem
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IV. Future Challenges and Actions
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Challenges and actions for policies to accelerate the popularization of Carbon Recycling

1．Technology development and introduction to society
- Effective support measures for commercializing developed technologies, considering the development status of hydrogen cost and CO2

sequestration and recovery technologies.
- Fostering social momentum where the cost of carbon recycling products is accepted, considering their significance and environmental 

value, for maintaining industrial competitiveness.

2．Inter-industry collaboration
- Identifying issues, including regulations related to advancing inter-industry collaboration and support measures for first movers by the 

public and private sectors, to create model cases and expand them horizontally. (Inter-industry collaboration takes time to reach 
agreement among stakeholders, and the timing of plant equipment updates should also be considered.)

- Digging deeper into collaboration patterns and possibilities, especially for small to medium-sized distributed types, considering that 
emission sources exist nationwide. (Large-scale industrial agglomerated types and on-site types already have concrete initiatives, but 
there are few cases for small to medium-sized distributed types.)

- As a cross-sectional issue for each type, investigations will be conducted to further organize roles of CO2 management operators who 
handle overall management including optimal transportation methods, matching of users and suppliers, balance of supply and demand, 
ensuring traceability, etc., and ideal systems for stakeholder involvement and inter-industry collaboration, considering the diverse 
quality of CO2.

3．Environmental value assessment and international deployment
- Consideration of how best to collaborate with like-minded countries and overseas companies using various forums to establish a 

mechanism (standardization, etc.) that can properly evaluate CO2 emission reductions through carbon recycling.
- As the handling of CO2 in cross-border carbon recycling is not clarified in the IPCC guidelines, etc., we aim to establish a system that 

can properly distribute environmental values through specific projects.
- Communicating Japan‘s technology and thoughts on evaluating environmental value through GX Week (International Conference on 

Carbon Recycling), etc.

- Startups in the field of carbon recycling are mainly at the pre-seed and seed stages, and substantial support from industry, academia, 
and government is needed for their growth and commercialization. Effective implementation methods for various supports, such as 
technology development, human resource development, international expansion, and introduction of regulations, are necessary.

4．Creation of Stakeholders and Establishment of Ecosystem
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Reference Material
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Bilateral Cooperation on Carbon Recycling (a)

◆ United States
In May 2022, the Memorandum of Cooperation (MOC) on CCUS/Carbon 
Recycling was elevated from director level to ministerial level. Based on 
this MOC, a Working Group (WG) was established to share policy and 
technological information, as well as private sector initiatives between 
both countries.

◆ Australia
In September 2019, signed an MOC on Carbon Recycling at the 
International Conference on Carbon Recycling. Based on this MOC, the 
Japan-Australia workshop was held to share policy information.

◆ Canada
In June 2019, signed an MOC in the field of energy, positioning carbon 
recycling as one of the areas of cooperation. A WG was held based on 
this MOC.
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Bilateral Cooperation on Carbon Recycling (b)
◆ UAE
In January 2021, signed an MOC during a TV conference between the Minister of 
Economy, Trade and Industry and the CEO of The Abu Dhabi National Oil Company 
(ADNOC), who is also the Minister of Industry and Advanced Technology. Based on this 
MOC, future plans include exchanging information on carbon recycling.

◆ Indonesia
In January 2022, signed an MOC on the realization of energy transition during the 
Minister's visit, positioning carbon recycling as one of the areas of cooperation. Future 
plans include exchanging information on carbon recycling based on this MOC.

◆ Saudi Arabia
In December 2022, signed an MOC on circular carbon economy, including carbon 
recycling, during the Minister's visit. Future plans include exchanging information on carbon 
recycling based on this MOC.

◆ Singapore
In January 2022, signed an MOC on low-emission technologies during the Minister's visit, 
positioning carbon recycling as one of the areas of cooperation. Future plans include 
exchanging information on carbon recycling based on this MOC.

◆ Thailand
In January 2022, signed an MOC on the realization of energy partnership during the 
Minister's visit, positioning carbon recycling as one of the areas of cooperation. Future 
plans include exchanging information on carbon recycling based on this MOC.
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Substance after CO₂
Conversion

Current State of Carbon Recycling 
Technology Development Issues

Prices of Existing 
Products (as of 
January 2023)

2030 After 2040

Core 
Material

Synthetic Gas, 
Methanol, etc.

Partially commercialized, innovative processes 
(using light, electricity, etc.) are at the 
technology development stage.

Improvement of conversion efficiency & 
reaction speed, enhancement of catalyst 
durability, etc.

－ Reduction of production cost
Further reduction of 

production cost

Che-
micals

General-purpose items
(Olefins, BTX, etc.)

Partially commercialized (using synthetic gas 
etc., produced from coal, etc.), others are at 
the technology development stage.

Improvement of conversion rate & 
selectivity, etc.

Approx. 180 JPY/kg※2

(Domestic selling price of 
ethylene)

Reduction of production cost
Further reduction of 

production cost

Oxygenated 
compounds

Partially commercialized (Polycarbonates 
etc.), others are at the technology 
development stage.
[Price Example] Approximately same as 
existing equivalent products (polycarbonate)

Further reduction of CO₂ emissions for 
Polycarbonate
Commercialization of other than 
Polycarbonate (Improvement of 
conversion rate & selectivity)

Approx. 400 JPY/kg※2

(Domestic selling price of 
polycarbonate)

Cost equivalent to existing 
products

Further reduction of 

production cost

Bioproducts, 
Bio-derived chemicals

Technology development stage (Substance 
production using CO₂ and non-edible biomass 
etc. as raw materials)

Low cost & efficient preprocessing 
technology, microbial modification 
technology, etc.

－
About 1.2 times the cost of 

existing products Further cost reduction

Fuel

Liquid fuel
(Biofuel (SAF))

Technology development
/demonstration stage
[Price Example] SAF 1,600 JPY/L*1

Improvement of production rate, low cost 
& efficient preprocessing technology, etc.

100s of JPY/L※2

(Domestic selling price of jet 
fuel)

Reduction of production cost Further cost reduction

Liquid fuel
(Synthetic fuel

(e-fuel))

Technology development stage (Synthetic fuel 
(e-fuel))
[Price Example]Synthetic fuel approx. 300-700 
JPY/L※1

Improvement of current processes, 
system optimization, etc.

Approx. 170 JPY/L※2

(Domestic selling price of 
gasoline)

－
Cost equivalent to existing 
products (about 100-150 

JPY/L) ※3

Gas fuel
(Synthetic methane, LP 

gas, etc.)
Technology development/demonstration stage System optimization, scaling up, high 

efficiency, etc.
105 JPY/Nm3※2

(Import price of natural gas) Reduction of production cost
Cost equivalent to existing 
products (40-50 JPY/Nm3)

※4

Minerals
Concrete, Cement, 

Carbonates, Carbon, 
Carbides

Partially commercialized, aiming for cost 
reduction at the technology development stage
[Price Example] Few hundred JPY/kg 
(roadblock)

sequestration of active ingredients that 
react with CO₂, pulverization, cost 
reduction, etc.

30 JPY/kg※2

(Domestic selling price of 
Precast concrete for 

roadblocks)

For roadblocks and other 
products with high 

technological maturity, cost 
equivalent to existing products

For products with expanded 
applications, cost 

equivalent to existing 
products

Common 
Tech-

nology

CO₂ sequestration and 
Capture 

(including DAC)

Partially commercialized (chemical absorption 
method), other methods are at the technology 
development stage
[Price Example]Approx. 4,000-6,000 JPY/t-
CO₂(chemical absorption method)

Reduction of required energy, etc. －

1,000-2,000 JPY//t-CO₂
(Refer to the slide on common 
technology (CO₂ sequestration 

and capture technology))

Below 1,000 JPY/t-CO₂
Below 2,000 JPY/t-CO₂

(DAC)

Basic 
Material Hydrogen

Generally established technology (water 
electrolysis, etc.), conducting technology 
development for cost reduction including other 
methods

Cost reduction, etc. － 30 JPY/Nm3※4 20 JPY/Nm3※4

(Ex plant cost) 
56

※１ Current prices of carbon recycling products are based on our survey.
※２ Prices of existing products are reference values based on statistical data and research results.
※３ Target value set in the 'CO₂-Based Fuel Production Technology Development' project's research and 
development & societal implementation directions (8th Industrial Structure Council GI Project Subcommittee Energy 
Structure Transformation Area WG, December 23, 2021).
※４ Target value in the 'Green Growth Strategy associated with Carbon Neutrality in 2050' (June 2021).

Reference: Overview of Carbon Recycling 
Technology & Products
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sequestration and 
Capture Techniques

Technology Overview Application Areas

Chemical Absorption 
Method

● A method that uses the chemical reaction between CO₂ and liquid for 
sequestration and capture.

Power generation, cement, steel, oil refining, 
chemical industry, natural gas extraction (for 
Physical absorption method)

Physical absorption 
method

● A method of dissolving CO₂ in a liquid for sequestration and capture. 
● Absorption capacity depends on the solubility of CO₂ in the liquid.

High-pressure power generation, oil refining, 
chemical industry, natural gas extraction (for Solid 
absorption method)

Solid absorption 
method

● CO₂ sequestration and capture technology using solid absorbents. 
● There are methods that involve absorption by porous materials 

impregnated with amines (for low-temperature sequestration), and by solid 
agents with CO₂ absorption ability (for high-temperature sequestration).

Power generation, cement, oil refining, chemical 
industry (for Physical adsorption method)

Physical adsorption 
method

● Adsorption and regeneration operations involving pressure swing or 
temperature swing on porous solids such as zeolites and metal 
complexes.

Power generation, steel, cement, oil refining, 
chemical industry (for Membrane sequestration 
method)

Membrane 
sequestration 
method

● A method that uses thin films with sequestration functions such as zeolite 
membranes, carbon membranes, and organic membranes, utilizing their 
permeability selectivity to separate the target gas (CO₂) from the mixed 
gases.

High-pressure power generation, oil refining, 
chemical industry, natural gas extraction (for DAC 
method)

DAC（Direct Air 
Capture）

● A technique that directly captures low-concentration CO₂ from the 
atmosphere using the above sequestration and capture techniques. 

● It is an advanced form of CO₂ sequestration and capture technology and 
requires further cost reduction and energy requirement reduction for 
practical use.

Capture of extremely low concentration (400ppm) 
CO₂ from the atmosphere etc. (for DAC method)

【Reference】 Common Technologies 
(Explanation of CO₂ sequestration and Capture and DAC Technologies)





59Modified from the 8th Public-Private Council Meeting Material for Promoting Methanation.

Innovative 
Methanation

Traditional 
Methanation

*2 PEM: Proton Exchange Membrane

◆ Methanation using the linked reaction of Solid Oxide Electrolysis Cell (SOEC)*1 and Methane Synthesis

◆ Methanation using Water Electrolysis/Low-temperature Sabatier Linked Reaction

◆ Methanation using Proton Exchange Membrane (PEM)*2

Synthetic Methane

*1 SOEC: Solid Oxide 
Electrolysis Cell
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【Supplement 2】 Examples of Inter-
industry Collaboration
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タイトル
Range estimates of the potential for CO2
utilization and the present-day breakeven
cost
Carbon2Chem Project
Hydrogen Lab Leuna E-CO2 Met
North-C-Methanol

カーボンネガティブコンクリート

二次利用未承諾リスト

CO2回収型セメント製造プロセスの開発

積水バイオリファイナリーによるエタノール製造

廃棄物からのメタノール製造
長岡鉱場におけるメタネーション実証試験
小田原市炭素循環モデル構築実証事業
アサヒグループによるメタネーション実証試験
カーボンリサイクル高炉によるCO2削減技術

Project Air
Tata Chemicals
Carmeuse CCU
2050年のカーボンニュートラルな五井・蘇我コン
ビナートのイメージ

一般財団法人
日本エネルギー経済研究所

令和５年度燃料安定供給対策調査等事業
（カーボンリサイクルの社会実装実現に

向けた調査）報告書

令和５年度燃料安定供給対策調査等事業

コンクリート産業向けの二酸化炭素リサイクル技
術

北海道・苫小牧における産業間連携

デンソー安城製作所電動開発センターにおけるCO
₂循環プラント
川崎プラスチックリサイクル（KPR）事業
回収CO2を利用したポリカーボネート
回収CO2を活用したメチオニン製造
CO2-SUICOM

泉北コンビナートにおける産業間連携

LululemonとLanzaTechによる衣料生地生産
C2PAT
Jupiter 1000
Altalto
Flue2Chem
CO2からのメタノール製造増産

Haru Oni Project
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CO2原料のe-メタノールを船舶用燃料やプラス
チック製品などに利用

清掃工場から排出されるCO2を原料にメタノール
を製造

バイオマスガス化からFT合成によるSAF製造
微生物触媒を利用したアルコールからのSAF製造
（ATJ）

微細藻類、廃食油からのSAFおよびバイオ燃料の
製造

ごみをエタノールにする実証事業

CaOにCO2を吸収させて骨材や混和材として利用
CO2からFT合成によるSAF製造

ポリカーボネート（EO法DPCプロセス）
ポリカーボネート（DRC法DPCプロセス）
ポリカーボネート類（EO法DPCプロセスの中間体
の活用）
バイオメタノールからエンジニアリングプラス
チックの製造

コンクリート製造時にCO2を吸収・固定する
「CO2-SUICOM」の実用化
コンクリート製造時にCO2を吸収・固定する（CO2
養生）
コンクリート製造時にCO2を吸収・固定する そ
の2
CO2固定した炭酸塩を利用したコンクリート製造

微生物触媒を利用したアルコールからのSAF製造
（ATJ）その2

コンクリート材料である骨材にCO2を固定
鉄鋼スラグを利用したCO2の炭酸塩固定

生分解性ポリマーをCO2から製造
排ガスCO2から接着剤材料（エポキシ樹脂）を製
造
ホスゲンを使わずCO2からポリウレタンを製造
ホスゲンを使わずCO2からポリウレタン原料を製
造
国際連携でCO2から衣料用生地を製造
微生物発酵を利用してゴムや樹脂をリサイクル・
製造
CO2からブタジエンゴムを製造
CO2から炭素材料・製品を製造
LanzaTechのエタノールから香水を製造・販売


